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1.  平成25年3月期第2四半期の連結業績（平成24年4月1日～平成24年9月30日） 

・株式会社ピーアンドピーは、平成24年10月１日付で単独株式移転方式（株式移転比率１：100）により株式会社P＆Pホールディングスを設立しております。
そのため、前連結会計年度の期首に当該株式移転が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益を算定し
ております。 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期第2四半期 11,350 1.2 221 0.9 224 △0.2 117 12.9
24年3月期第2四半期 11,213 7.0 219 △8.7 224 △7.3 104 18.3

（注）包括利益 25年3月期第2四半期 118百万円 （13.2％） 24年3月期第2四半期 104百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

25年3月期第2四半期 10.95 10.87
24年3月期第2四半期 9.70 ―

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

25年3月期第2四半期 5,782 3,167 54.6
24年3月期 5,903 3,143 53.2
（参考） 自己資本   25年3月期第2四半期  3,159百万円 24年3月期  3,143百万円

2.  配当の状況 

 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

24年3月期 ― 0.00 ― 950.00 950.00
25年3月期 ― 0.00



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ：  無  

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ：  無  

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(注) 「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第10条の５に該当するものであります。詳細は、添付資料３ページ「２．サマリー
情報(注記事項)に関する事項（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示」をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づ
く四半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
・株式会社ピーアンドピーは、平成24年10月１日付で単独株式移転方式により、株式会社P＆Pホールディングスを設立しております。 
・株式会社P＆Pホールディングスの連結業績予想につきましては、平成24年10月１日公表の「株式会社P＆Pホールディングスの設立に関するお知らせ」
を、配当予想につきましては、平成24年11月6日公表の「平成25年3月期の配当予想について」をご覧ください。 

※  注記事項

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  有
② ①以外の会計方針の変更   ：  無
③ 会計上の見積りの変更   ：  有
④ 修正再表示   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年3月期2Q 109,331 株 24年3月期 109,331 株
② 期末自己株式数 25年3月期2Q 1,872 株 24年3月期 1,872 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 25年3月期2Q 107,459 株 24年3月期2Q 107,459 株
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当第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日～平成24年９月30日）におけるわが国の経済状況は、復

興需要により緩やかな景気回復が見られたものの、欧州の債務危機の再燃などにより、本格的な景気回復

は不透明な状況となっています。 

このような中、当社のサービス領域に関わる主要マーケットである移動体通信業界におきましては、ス

マートフォン需要が引き続き拡大しており、各携帯電話キャリア及び販売代理店の間では、スマートフォ

ンユーザー獲得に向けた競争が激化し、売場においてはスマートフォンの知識が豊富で販売力の高いスタ

ッフを求める需要が高くなりました。また、デジタル家電分野におきましては、家電量販店の統合が相次

ぐ中、各メーカーにおいて薄型テレビに替わる商材を模索する動きが活発化し、生活者の省エネ・節電意

識の高まりによりLEDなどの環境家電需要も高まっております。 

ストア業界におきましては、個人消費が低調に推移する中、総合スーパーにおける業種、業態及びチャ

ネルを超えた競争は一層激化し、厳しい経営環境が続いている一方、CVSにおきましては中食需要に合せ

た食品及び日用品を充実させ、女性や高齢者などの客層の拡大により好調に推移しています。 

人材サービス業界におきましては、完全失業率が減少傾向にあることなど改善基調が見られるものの、

雇用環境は依然として厳しい状況が続いております。しかしながら、企業のテレマーケティングへの投資

が拡大し、コールセンターの人材ニーズが高まりを見せております。 

棚卸サービス業界におきましては、棚卸サービスの主要顧客である流通業において、競争の激化により

厳しい状態が続いておりますが、CVSや専門店の新規出店が見込まれております。物流業界におきまして

は、ネットスーパーや通販市場の拡大に合わせ、物流拠点の新設の動きが活発化しております。 

このような環境の中、当第２四半期連結累計期間における当社の活動といたしましては、当社が独自開

発したPPRシステム（P&P Reporting system）※1を活用したSPOサービス※2拡大を推進するべく、全国拠点

網を活かした請負案件の獲得と推進、新規クライアントの獲得、キャンペーンの獲得等に積極的に取り組

んでまいりました。また、SPOサービスのサービス領域である販売プロセスを支える業務（商品の梱包、

仕分け、搬入・搬出等）を支援する新サービス「バックヤードサポートサービス」を開始し、配送業務の

一括請負を中心に、案件の獲得と円滑な運営に注力して参りました。 

以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は11,350,356千円（前年同四半期比1.2％増）、営業

利益は221,498千円（前年同四半期比0.9％増）、経常利益は224,253千円（前年同四半期比0.2％減）とな

りました。また、四半期純利益は117,687千円（前年同四半期比12.9％増）となりました。 

１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）連結経営成績に関する定性的情報

2

㈱P＆Pホールディングス(㈱ピーアンドピー分)（6068）平成25年3月期第2四半期決算短信



  
  

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

アウトソーシング事業では、一部不採算案件における粗利率改善のためアウトソーシングから派遣契

約へ切り替えた結果、売上高は4,397,758千円（前年同四半期比3.8％減）となりました。 

人材派遣事業では、一部の案件についてアウトソーシングから派遣契約への切り替えを行い、新規ク

ライアント獲得へ取り組んだ結果、売上高は6,952,598千円（前年同四半期比4.7％増）となりました。

  

（注）※1：PPRシステム（P&P Reporting System）とは、独自で開発したシステムであり、Web環境を用い、日本全国

どこであっても、リアルタイムに必要な情報を報告できるシステムとなっております。独自に開発している

ため、汎用性があり、お客様の要望に合わせたカスタマイズが可能なシステムです。 

※2：SPOサービスとは、当社独自の「セールス・プロセス・アウトソーシング・サービス」の略で、放送・通

信キャリア、一般消費材メーカー及び各関連企業を中心に販売支援・営業支援に係る各種サービス業務を総

称しております。 

  

（資産） 

当第２四半期連結会計期間の資産は、前連結会計年度と比べ120,822千円減少し、5,782,438千円となり

ました。これは主に、売掛金等が減少したことによるものであります。 

（負債） 

当第２四半期連結会計期間の負債は、前連結会計年度と比べ145,178千円減少し、2,614,793千円となり

ました。これは主に、買掛金及び未払消費税が減少したことによるものであります。 

（純資産） 

当第２四半期連結会計期間の純資産は、前連結会計年度と比べ24,356千円増加し、3,167,644千円とな

りました。これは主に、利益剰余金の増加によるものであります。 

  

平成25年３月期の通期の業績予想につきましては、平成24年10月１日に公表いたしました業績予想と変

更ございません。 

  

該当事項はありません。 

  

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間(自 平成24年４月１日

至 平成24年６月30日)より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

これによる当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える

影響は軽微であります。 

①アウトソーシング事業

②人材派遣事業

（２）連結財政状態に関する定性的情報

（３）連結業績予想に関する定性的情報

２．サマリー情報(注記事項)に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成24年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,189,561 2,277,414

受取手形及び売掛金 2,533,092 2,303,203

商品 13,777 22,224

前払費用 64,128 69,325

繰延税金資産 42,157 41,918

その他 24,603 69,404

貸倒引当金 △2,961 △2,562

流動資産合計 4,864,360 4,780,928

固定資産   

有形固定資産 161,794 157,668

無形固定資産   

のれん 148,283 104,899

その他 72,649 69,138

無形固定資産合計 220,933 174,037

投資その他の資産 655,252 669,343

固定資産合計 1,037,980 1,001,049

繰延資産 919 459

資産合計 5,903,260 5,782,438

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,438,580 1,282,879

未払金 376,695 415,011

未払費用 115,432 120,210

未払法人税等 121,667 133,210

未払消費税等 261,269 221,412

預り金 174,973 166,242

賞与引当金 34,206 30,766

その他 5,549 6,331

流動負債合計 2,528,374 2,376,065

固定負債   

長期未払金 10,221 9,707

退職給付引当金 2,500 2,593

役員退職慰労引当金 218,876 226,428

固定負債合計 231,598 238,728

負債合計 2,759,972 2,614,793

4

㈱P＆Pホールディングス(㈱ピーアンドピー分)（6068）平成25年3月期第2四半期決算短信



(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成24年９月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,384,091 1,384,091

資本剰余金 552,622 552,622

利益剰余金 1,264,914 1,280,515

自己株式 △58,427 △58,427

株主資本合計 3,143,201 3,158,802

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 87 954

その他の包括利益累計額合計 87 954

新株予約権 － 7,887

純資産合計 3,143,288 3,167,644

負債純資産合計 5,903,260 5,782,438
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 
 四半期連結損益計算書
 第２四半期連結累計期間 

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

売上高 11,213,434 11,350,356

売上原価 9,183,937 9,317,952

売上総利益 2,029,497 2,032,404

販売費及び一般管理費 1,810,045 1,810,905

営業利益 219,452 221,498

営業外収益   

受取利息及び配当金 402 1,922

助成金収入 8,542 －

その他 2,099 3,317

営業外収益合計 11,045 5,239

営業外費用   

支払利息 3,843 2,479

その他 2,043 5

営業外費用合計 5,887 2,484

経常利益 224,610 224,253

税金等調整前四半期純利益 224,610 224,253

法人税、住民税及び事業税 124,769 114,019

法人税等調整額 △4,425 △7,453

法人税等合計 120,344 106,566

少数株主損益調整前四半期純利益 104,266 117,687

四半期純利益 104,266 117,687
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 四半期連結包括利益計算書 
 第２四半期連結累計期間 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 104,266 117,687

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 494 867

その他の包括利益合計 494 867

四半期包括利益 104,760 118,554

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 104,760 118,554
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 該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

（単独株式移転による持株会社の設立） 

平成24年10月１日に単独株式移転方法により、持株会社「株式会社Ｐ＆Ｐホールディングス」（以下

「持株会社」という。）を設立し、同日同社は大阪証券取引所JASDAQ（スタンダード）に上場いたしま

した。これに基づき、当社は持株会社の完全子会社となりました。さらに、平成24年10月から12月を目

途に当社の現金及び子会社株式等を配当により、固定資産については譲渡により持株会社へ移転し、平

成25年１月を目途に当社の管理部門を吸収分割により持株会社に承継させることを予定しております。

当社グループは、SPOサービスを中心とする販売現場への人的支援サービスを主たる事業としてお

りますが、当社の今後の更なる発展のためには販売現場支援の周辺領域への積極的なサービス展開、

サービス強化が急務となっております。 

そこで、各事業会社の独立性を一層高め、機動的かつ戦略的に事業を推進すると同時に、グループ

内の経営資源の適正な配分を行うことを目的に持株会社体制へと移行いたしました。 

本株式移転により新たに設立される持株会社においては、Ｍ＆Ａや事業再編を含めたグループ全体

の経営戦略の立案を行うと同時に、人材、資金、情報、設備といった経営資源の適正配置を推進し、

各事業会社においては、それぞれの事業の推進に専念することで、経営と執行の分離による経営効率

の向上を図り、企業価値の向上に努めることを目的としております。 

単独株式移転方式による純粋持株会社の設立 

（１）商号 株式会社Ｐ＆Ｐホールディングス （英文社名：P&P Holdings Corporation） 

（２）事業内容 ＳＰＯ（セールスプロセスアウトソーシング）サービス、ＢＹＳ（バックヤードサポー

ト）サービス、ＨＲ（ヒューマンリソース）サービス、その他アウトソーシングサービ

スを行うグループ会社の経営管理及びそれに付帯する業務 

（３）本店所在地 東京都新宿区新宿三丁目36番10号 ミラザ新宿 

（４）代表者の氏名 代表取締役社長 山室 正之 

（５）資本金 1,384,091千円 

（６）決算期 ３月31日 

（３）継続企業の前提に関する注記

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

（５）重要な後発事象

１．目的

２．株式移転の方法及び内容

３．純粋持株会社の概要
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当社の普通株式１株に対して持株会社の普通株式100株を割当交付いたします。なお、持株会社

の単元株式数は100株といたします。 

普通株式 10,933,100株 

なお、本株式移転により当社が取得することとなる持株会社株式は、法令の定めに従って、相当

の時期に処分いたします。 

平成24年６月20日 株式移転承認定時株主総会 

 平成24年９月26日 当社株式上場廃止日 

 平成24年10月１日 持株会社設立登記日（本株式移転効力発生日） 

平成24年10月１日 持株会社株式上場日 

本株式移転については、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26

日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第

10号 平成20年12月26日）に基づき、共通支配下の取引として連結財務諸表上の会計処理を行ってお

ります。 

ストック・オプション（新株予約権）については、当社新株予約権の新株予約権者に対し、その有

する当社新株予約権に代えて同等の持株会社新株予約権を交付しております。 

  

（資本金の減少） 

当社は、平成24年10月17日開催の取締役会において、資本金の減少の決議を行い、平成24年10月18日

開催の株主総会の承認を受けました。その概要は次のとおりであります。 

減資を行い、その他資本剰余金を増額させることにより、配当可能額を増額させるため。 

資本金額1,384,091千円を1,284,091千円減少させて、100,000千円といたします。資本金の減少額

は、全額をその他資本剰余金に振替えます。 

発行株式の変更を行わず、資本金の額のみを減少する方法によります。 

取締役会決議日    平成24年10月17日 

株主総会決議日    平成24年10月18日 

減資の効力発生日   平成24年11月30日（予定） 

４．株式移転に係る割当ての内容（株式移転比率）

（１）株式の割当比率

（２）本株式移転により交付する新株式数

５． 株式移転の時期

６． 実施する会計処理の概要

７． 株式移転に伴う新株予約権に関する取扱い

１．資本金減少の目的

２．減少する資本金の額

３．資本金減少の方法

４．減資の日程
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